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6.4 生態系 

6.4.1 事後調査の方法等及び結果 

(1)調査項目 

工事による影響（資材等の運搬、重機の稼働、盛土・掘削）の生態系への影響を把握する

ため、表6.4-1に示す項目について現地調査を行った。 

 

表6.4-1 調査項目 

調査項目 調査方法 

生態系の基盤 環境類型区分図作成により把握 

生態系の連続性 動物調査結果及び環境類型区分図作成により把握 

生態系の 

指標種 

上位性 

サギ類（鳥類） 

「6.3 動物」の現地調査結果を用いた。 

ノスリ（鳥類） 

キツネ（哺乳類） 

典型性 

タヌキ（哺乳類） 

ニホンアカガエル（両生類） 

スズメ（鳥類） 

 

(2)調査期間 

調査は、表6.4-2に示すとおり実施した。 

 

表6.4-2 調査時期 

調査項目 調査季 調査期日 

生態系の指標種 

サギ類 

ノスリ 

キツネ 

タヌキ 

スズメ 

周年 動物調査時（令和3年10月～令和4年8月） 

ニホンアカガエル 春季・夏季・秋季 動物調査時※（令和3年10月～令和4年8月） 

※ 冬季期間は除く。 

 

(3)調査地域 

調査地域は、図6.4-1に示すとおり、動物相及び注目すべき種に対する影響が想定される

地域とし、事業区域より200mの範囲とした。 
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図6.4-1 調査地域 
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(4)調査方法 

1)生態系の基盤 

調査地域を「乾性草地」、「湿性草地」、「市街地」に区分し、環境類型区分図を作成した。

また、事業の実施による造成範囲を示すことにより、環境類型区分の変化について把握し

た。 

 

2)生態系の連続性 

「6.3 動物」調査結果及び以下の「(5)調査結果 1)生態系の基盤」において作成した環境

類型区分図により、生態系の連続性の変化について把握した。 

 

3)生態系の指標種 

ア．哺乳類（キツネ・タヌキ） 

調査範囲を踏査し、個体の目視や死骸及び足跡、糞、食痕等のフィールドサインにより

生息種の確認を行った。 
 

イ．鳥類（サギ類・ノスリ・スズメ） 

ラインセンサス調査、定点調査、任意調査により、確認位置、個体数、確認状況を記録

した。 
 

ウ．両生類（ニホンアカガエル） 

調査範囲内を踏査し、幼体や成体、鳴き声のほか、卵塊や幼生の確認、繁殖状況につい

ても留意して調査を実施した。 
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(5)調査結果 

1)生態系の基盤 

事業の実施に伴い、事業区域内の乾性草地及び湿性草地（水田）の大部分が造成地へ変

化した。また、事業区域内の造成されていない湿性草地（水田）の大部分は乾性草地（耕

作放棄地）へと変化した。なお、既存の市街地環境に大きな変化はみられなかった。 

事業区域外南東側の湿性草地（水田）は、仙台貨物ターミナル駅移転計画事業の実施に

伴い、調査範囲の大部分が造成地へ変化した。 

評価書の環境類型区分毎の面積は表6.4-3に、事後調査の環境類型区分毎の面積は表6.4-

4に示すとおりである。また、評価書の環境類型区分図は図6.4-2に、事後調査の環境類型区

分図は図6.4-3に示すとおりである。 

 

表6.4-3 環境類型区分毎の面積（評価書） 

環境類型区分 
事業予定区域内 事業予定区域外 調査地域全体 

面積(ha) 優占率(%) 面積(ha) 占有率(%) 面積(ha) 優占率(%) 

乾性草地 2.50  5.14  4.40  5.32  6.90  5.26 

湿性草地 23.20  47.74  23.30  28.17  46.50  35.42 

市街地 22.90  47.12  55.00  66.51  77.90  59.33 

合計 48.60  100.00  82.70  100.00  131.30  100.00 

 

表6.4-4 環境類型区分毎の面積（事後調査） 

環境類型区分 
事業区域内 事業区域外 調査地域全体 

面積(ha) 優占率(%) 面積(ha) 優占率(%) 面積(ha) 優占率(%) 

乾性草地 10.41 21.41 3.98 4.81 14.39 10.96 

湿性草地 1.21 2.49 4.74 5.73 5.95 4.53 

市街地※ 
36.98 

(21.46) 

76.10 

(44.16) 

73.98 

(15.15) 

89.45 

(18.32) 

110.96 

(36.61) 

84.51 

(27.88) 

合計 48.60 100.00 82.70 100.00 131.30 100.00 

※ 市街地の括弧内の数値は「造成地」の面積または占有率を示す。 
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図6.4-2 環境類型区分図（評価書） 
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図6.4-3 環境類型区分図（事後調査） 
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2)生態系の連続性 

事後調査では、広い行動圏を持つキツネ、タヌキ、ノスリ、サギ類や、移動能力の低い

両生類や爬虫類、昆虫類に加えて、季節により広域を移動する渡り鳥が確認された。 

移動能力の高い中型哺乳類であるキツネやタヌキのねぐらとなるような環境は評価書時

には事業区域及びその周辺に存在していたが、工事の進行とともに減少した。しかし、こ

れらの種は工事中も事業区域内で多数確認されていることから、事業区域に隣接した仙台

貨物ターミナル駅移転計画地の南東側の水田地帯あるいは事業区域の北側の七北田川河畔

林から移動してきていると考えられ、周辺環境との連続性は保たれていると考えられる。 

また、事業区域及びその周辺に営巣環境のないサギ類やノスリが確認されているが、七

北田川河畔林や事業区域近くの「宮城県 県民の森」にはこれらの種の営巣環境が存在して

おり、採餌のために事業区域及びその周辺に飛来してきている。事業区域の大部分は造成

によりサギ類やノスリの採餌場所や休息場所が減少し、それに伴って確認数は減少したも

のの、工事中においても採餌などに利用されていることから、生息環境の質は若干低下し

たが、周辺環境との連続性は保たれていると考えられる。 

移動能力の低い両生類や爬虫類、ゴミムシ類などの一部の昆虫類については、工事の実

施により、事業区域内の大部分が造成地へと変化したことから、事業区域内に残された生

息環境と事業区域外の生息環境間の往来が困難となったと考えられる。しかし、供用時に

は公園や調整池等の緑化が計画されていることから、適応可能な種は周辺地域から事業区

域に進入する可能性は考えられる。 

渡り鳥については、夏季にはツバメやオオヨシキリなどの夏鳥が、冬季にはオオハクチ

ョウやマガンなどの冬鳥が確認された。これらの結果より、事業区域及びその周辺は夏鳥

の繁殖及び採餌場所、冬鳥の越冬場所、もしくは渡り経路として機能していると考えられ

る。 
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3)生態系の指標種 

ア．サギ類（上位性） 

事業区域及びその周辺において、アオサギ4回、ダイサギ8回、コサギ1回、合計13回確認

され、そのうち事業区域内では4回確認された。 

評価書における確認位置は図6.4-4に、事後調査における確認位置は図6.4-5に示すとおり

である。 

 

イ．ノスリ（上位性） 

事業区域内で計5回確認された。 

評価書における確認位置は図6.4-6に、事後調査における確認位置は図6.4-7に示すとおり

である。 

 

ウ．キツネ（上位性） 

事業区域及びその周辺において、12回確認され、そのうち事業区域内では7回確認された。 

評価書における確認位置は図6.4-8に、事後調査における確認位置は図6.4-9に示すとおり

である。 

 

エ．タヌキ（典型性） 

事業区域及びその周辺において、18回確認され、そのうち事業区域内では14回確認され

た。 

評価書における確認位置は図6.4-10に、事後調査における確認位置は図6.4-11に示すとお

りである。 

 

オ．ニホンアカガエル（典型性） 

事業区域及びその周辺において、9回確認され、そのうち事業区域内では3回確認された。 

評価書における確認位置は図6.4-12に、事後調査における確認位置は図6.4-13に示すとお

りである。 

 

カ．スズメ（典型性） 

事業区域及びその周辺において、25回確認され、そのうち事業区域内では15回確認され

た。 

評価書における確認位置は図6.4-14に、事後調査における確認位置は図6.4-15に示すとお

りである。 
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図6.4-4 サギ類確認位置図(評価書) 
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図6.4-5 サギ類確認位置図(事後調査) 
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図6.4-6 ノスリ確認位置図 (評価書) 
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図6.4-7 ノスリ類確認位置図(事後調査) 
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図6.4-8 キツネ確認位置図(評価書) 
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図6.4-9 キツネ確認位置図(事後調査) 
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図6.4-10 タヌキ確認位置図(評価書) 
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図6.4-11 タヌキ確認位置図 (事後調査) 
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図6.4-12 ニホンアカガエル確認位置図 (評価書) 
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図6.4-13 ニホンアカガエル確認位置図(事後調査) 
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図6.4-14 スズメ確認位置図(評価書) 
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図6.4-15 スズメ確認位置図 (事後調査) 
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6.4.2 予測結果と事後調査結果の比較 

(1)生態系の基盤 

予測結果、事後調査結果及び予測の検証結果は、表6.4-5に示すとおりである。 

 

表6.4-5 生態系の基盤の変化の検証結果 

予測結果 事後調査結果及び検証結果 

調査地域の生態系の主要な環境基盤は、乾性草

地、湿性草地、市街地である。 

事業予定区域のほぼ全域が直接改変されるため、

事業予定区域の乾性草地及び湿性草地は事業によっ

て消失する。市街地は、事業予定区域に現存するも

のは概ねそのまま残り、供用後には市街地が増加す

ると考えられる。なお、仙台貨物ターミナル駅移転

計画により、事業予定区域南東側の乾性草地及び湿

性草地は減少し、市街地が増加する。 

しかし、事業予定区域は周辺に広がる水田地帯の

北端に位置しており、隣接する仙台貨物ターミナル

駅移転計画地の南東側には乾性草地及び湿性草地が

広がっていることから、本事業の実施による地域の

生態系の基盤環境への影響は小さいと予測した。 

工事の実施に伴い、事業区域内の乾性草地及び湿

性草地（水田）の大部分が造成地へ変化した。ま

た、事業区域内の造成されていない湿性草地（水

田）の大部分は乾性草地（耕作放棄地）へと変化し

た。なお、既存の市街地環境に大きな変化はみられ

なかった。 

また、事業区域外南東側の湿性草地（水田）は、隣接

する仙台貨物ターミナル駅移転計画事業の実施に伴

い、調査範囲の大部分が造成地へ変化した。 

しかし、事業区域は周辺に広がる水田地帯の北端に

位置しており、仙台貨物ターミナル駅移転計画地の南

東側には乾性草地及び湿性草地（水田）が広がってい

る。 

以上の結果から、事業区域周辺の乾性草地および湿

性草地への影響はあるものの、周辺には同様の環境が

広がっていることから、予測のとおり、工事の実施によ

る地域の生態系の基盤環境への影響は小さいと考えら

れる。 

 

(2)生態系の連続性 

予測結果、事後調査結果及び予測の検証結果は、表6.4-6に示すとおりである。 

 
表6.4-6 生態系の連続性の変化の検証結果 

予測結果 事後調査結果及び検証結果 

事業予定区域の南東側には水田地帯が大きく広が

っており、本事業の実施により水田環境が消失して

も、事業予定区域を含む周辺地域の生態系に変化が生

じる可能性は低いと予測した。また、事業予定区域は

水田地帯北端の既存の人工地に隣接する形で計画さ

れており、周辺の河川生態系や森林生態系に生息する

種の移動阻害要因となる可能性は低いと予測した。 
現地調査では、広い行動圏を持つキツネ、タヌキ、

ノスリ、サギ類や、季節により広域を移動する渡り鳥

が確認された。 
事業予定区域は既存の人工地に隣接する形で計画

されていることから、七北田川河畔林や県民の森から

採餌のために移動してきていると考えられるキツネ、

タヌキ、ノスリ、サギ類等の広い行動圏を持つ種の移

動阻害要因となる可能性は低いと予測した。 
また、隣接する仙台貨物ターミナル駅移転計画地の

南東側には水田地帯が広がっていることから、広い行

動圏を持つ種の採餌場所、渡り鳥の繁殖・採餌・越冬

場所としての機能に変化を生じさせる可能性は低い

と予測した。 

周辺環境から採餌のために移動してきていると考

えられる広い行動圏を持つ種のうち、キツネ、タヌ

キの確認数は評価書時と比較して増加しており、ノ

スリは同程度であった。一方、サギ類は評価書時と

比較して確認種数、確認数ともに減少していたが、

継続して確認されており、事業区域内外の往来も確

認された。このように工事中においても事業区域内

外で確認されていることから、予測のとおり、工事

の実施がこれらの広い行動圏を持つ種の移動阻害要

因となる可能性は低いと考えられる。 

また、隣接する仙台貨物ターミナル駅移転計画地

の南東側には水田地帯が広がっており、サギ類、キ

ツネ、タヌキ等の広い行動圏を持つ種やツバメ、イ

ワツバメ等の渡り鳥が確認されていることから、予

測のとおり、広い行動圏を持つ種の採餌場所、渡り

鳥の繁殖・採餌場所としての機能に変化が生じた可

能性は低いと考えられる。 
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(3)生態系の指標種 

予測結果、事後調査結果及び予測の検証結果は、表6.4-7(1)～(4)に示すとおりである。 

 

表6.4-7(1) 生態系の指標種の検証結果 

種名 
予測結果 

事後調査結果 検証結果 
確認状況 予測内容 

上位性 

サギ類 

鳥類 

・確認されたサギ

類はゴイサギ、

アオサギ、ダイ

サギ、チュウサ

ギ、コサギであ

った。 

・24回確認され、

そのうち事業予

定区域内では15

回確認された。 

・主に湿性草地で

確認された。 

・資材等の運搬車両が走行し

ている場所に飛来すること

が予測されるが、飛来した

場合でも回避行動をとると

考えられることから、本種

と車両が衝突する可能性は

低い。よって、資材等の運

搬が本種に及ぼす影響は小

さいと予測した。 

・重機の稼働による騒音、振

動により本種の生息環境の

悪化及び盛土・掘削等によ

り、採餌・休息環境の減少

が予測されるが、仙台貨物

ターミナル駅移転計画地の

南東側にも本種の利用可能

な生息環境が広がっている

ことから、重機の稼働が本

種に及ぼす影響は小さいと

予測した。 

・確認されたサギ類

はアオサギ、ダイ

サギ、コサギであ

った。 

・13回確認され、その

うち事業区域内で

は4回確認された。 

・湿性草地のほか造

成地でも確認され

た。 

・工事の実施により事業

区域周辺のサギ類の生

息環境が減少し、確認

数も減少した。しかし、

工事中においても継続

して事業区域内外で確

認されていること、ま

た、サギ類は移動能力

が高く、仙台貨物ター

ミナル駅移転計画地の

南東側にもサギ類の利

用可能な生息環境が広

がっていることから、

予測のとおり、工事の

実施がサギ類に及ぼす

影響は小さいと考えら

れる。 

上位性 

ノスリ 

鳥類 

・4回確認され、そ

のうち事業予定

区域内では2回

確認された。 

・主に湿性草地で

確認された。 

・資材等の運搬車両が走行し

ている場所に飛来すること

が予測されるが、飛来した

場合でも回避行動をとると

考えられることから、本種

と車両が衝突する可能性は

低い。よって、資材等の運

搬が本種に及ぼす影響は小

さいと予測した。 

・重機の稼働による騒音、振

動により本種の生息環境の

悪化及び盛土・掘削等によ

り採餌・休息環境の減少が

予測されるが、仙台貨物タ

ーミナル駅移転計画地の南

東側にも本種の利用可能な

生息環境が広がっているこ

とから、本種に及ぼす影響

は小さいと予測した。 

・5回確認され、その

すべてが事業区域

内での確認であっ

た。 

・湿性草地のほか造

成地でも確認され

た。 

・工事の実施により事業

区域周辺の本種の生息

環境が減少したが、確

認数は評価書と同程度

であった。また、本種は

移動能力が高く、仙台

貨物ターミナル駅移転

計画地の南東側にも本

種の利用可能な生息環

境が広がっていること

から、予測のとおり、工

事の実施が本種に及ぼ

す影響は小さいと考え

られる。 
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表6.4-7(2) 生態系の指標種の検証結果 

種名 
予測結果 

事後調査結果 検証結果 
確認状況 予測内容 

上位性 

キツネ 

哺乳類 

・6地点で確認さ

れ、そのうち事

業予定区域内で

は3地点で確認

された。 

・乾性草地及び湿

性草地で確認さ

れた。 

・資材等の運搬車両による移

動経路の分断やロードキル

等が予測されるが、工事車

両の走行は幹線道路のみで

あり、本種の主な生息環境

である農耕地は走行しない

こと、また、本種の主な活

動時間帯は夜間であり、昼

間の工事時間帯と重複しな

いことから、資材等の運搬

が本種に及ぼす影響は小さ

いと予測した。 

・重機の稼働による騒音、振

動により本種の生息環境の

悪化及び盛土・掘削等によ

り採餌・休息環境の減少が

予測されるが、仙台貨物タ

ーミナル駅移転計画地の南

東側にも本種の利用可能な

生息環境が広がっているこ

とから、本種に及ぼす影響

は小さいと予測した。 

・12地点確認され、そ

のうち事業区域内

では7地点で確認

された。 

・乾性草地、湿性草地

のほか造成地や市

街地でも確認され

た。 

・工事の実施により事業

区域周辺の本種の生息

環境は減少したが、確

認数は増加したことか

ら、予測のとおり、工事

の実施が本種に及ぼす

影響は小さいと考えら

れる。 

典型性 

タヌキ 

哺乳類 

・12地点で確認さ

れ、そのうち事

業予定区域内で

は9地点で確認

された。 

・乾性草地及び湿

性草地で確認さ

れた。 

・資材等の運搬車両による移

動経路の分断やロードキル

等が予測されるが、工事車

両の走行は幹線道路のみで

あり、本種の主な生息環境

である農耕地は走行しない

こと、また、本種の主な活

動時間帯は夜間であり、昼

間の工事時間帯と重複しな

いことから、資材等の運搬

が本種に及ぼす影響は小さ

いと予測した。 

・重機の稼働による騒音、振動

により本種の生息環境の悪化

及び盛土・掘削等により採餌・

休息環境の減少が予測される

が、仙台貨物ターミナル駅移

転計画地の南東側にも本種の

利用可能な生息環境が広がっ

ていることから、本種に及ぼ

す影響は小さいと予測した。 

・18地点で確認され、

そのうち事業区域

内では14地点で確

認された。 

・乾性草地、湿性草地

のほか造成地でも

確認された。 

・工事の実施により事業

区域周辺の本種の生息

環境は減少したが、確

認数は増加したことか

ら、予測のとおり、工事

の実施が本種に及ぼす

影響は小さいと考えら

れる。 
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表6.4-7(3) 生態系の指標種の検証結果 

種名 
予測結果 

事後調査結果 検証結果 
確認状況 予測内容 

典型性 

ニホンアカ

ガエル 

両生類 

・11地点で確認さ

れ、そのうち事

業予定区域内で

は10地点で確認

された。 

・主に湿性草地で

確認された。 

・資材等の運搬車両による移

動経路の分断やロードキル

等が予測されるが、工事車

両の走行は幹線道路のみで

あり本種の主な生息環境で

ある農耕地は走行しないこ

とから、資材等の運搬が本

種に及ぼす影響は小さいと

予測した。 

・本種は鳴き声による繁殖活動

を行うことから、重機の稼働

による騒音により、本種の繁

殖の阻害が予測される。しか

しながら、本種の繁殖は主に

夜間に行われるため昼間の

工事の時間帯と重複しない

こと、また、可能な限り低騒

音型の重機を使用すること

から、重機の稼働が本種に及

ぼす影響は小さいと予測し

た。 

・盛土・掘削等により、生息環

境・繁殖環境が減少し、移動

能力が高くない本種は、仙台

貨物ターミナル駅移転計画

地の南東側に分布する利用

可能な生息環境への移動は

困難であると考えられる。し

かしながら、仙台貨物ターミ

ナル駅移転計画の南東側に

は本種の利用可能な生息環

境が広がっており、本種の個

体群の存続は可能であると

考えられる。よって、盛土・

掘削等が本種に及ぼす影響

は小さいと予測した。 

・9地点で確認され、

そのうち事業区域

内では3地点で確

認された。 

・事業区域内では乾

性草地及び造成地

で、事業区域外で

は湿性草地で確認

された。 

・本種の産卵は評価書時

には事業区域内で多数

確認されたが、工事中

の調査では事業区域外

でのみ確認された。こ

の結果は、事業区域内

の産卵環境である湿性

草地の大部分が消失し

たためであると考えら

れる。隣接する仙台貨

物ターミナル駅移転計

画地の南東側では工事

箇所の近くで産卵が確

認されたことから、予

測のとおり、重機の稼

働が本種の繁殖に及ぼ

す影響は小さいと考え

られる。 

・工事の実施により事業

区域周辺の本種の生息

環境が減少した結果、

事業区域内での確認数

は減少した。一方、本種

の利用可能な生息環境

が残る仙台貨物ターミ

ナル駅移転計画地の南

東側では多数確認され

たことから、予測のと

おり、本種の個体群の

存続に及ぼす影響は小

さいと考えられる。 
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表6.4-7(4) 生態系の指標種の検証結果 

種名 
予測結果 

事後調査結果 検証結果 
確認状況 予測内容 

典型性 

スズメ 

鳥類 

・52地点で確認さ

れ、そのうち事

業予定区域内で

は22地点で確認

された。 

・乾性草地、湿性草

地及び市街地で

確認された。 

・資材等の運搬車両が走行し

ている場所に飛来すること

が予測されるが、飛来した

場合でも回避行動をとると

考えられることから、本種

と車両が衝突する可能性は

低い。よって、資材等の運

搬が本種に及ぼす影響は小

さいと予測した。 

・重機の稼働による騒音、振動

により本種の生息環境の悪

化及び盛土・掘削等により採

餌・休息環境の減少が予測さ

れるが、仙台貨物ターミナル

駅移転計画地の南東側にも

本種の利用可能な生息環境

が広がっていることから、本

種に及ぼす影響は小さいと

予測した。 

・25地点で確認され、

そのうち事業区域

内では15地点で確

認された。 

・乾性草地、湿性草地

及び市街地で確認

された。 

・評価書時と同様に事業

区域内外で確認され

た。本種は工事箇所の

近くでも確認されてお

り、予測のとおり、重機

の稼働による影響は小

さいと考えられる。 

・工事の実施により水田

等の本種の生息環境の

減少に伴い確認数はや

や減少したものの、事

業区域内で比較的多数

確認されていること、

本種は都市環境への適

応力が高く周辺環境も

利用していることか

ら、予測のとおり、工事

の影響は小さいと考え

られる。 

 

 

6.4.3 追加の環境保全措置の検討 

工事の実施により、生態系の基盤や連続性が変化し、生態系の指標種の生息環境も減少した

ものの、事業区域周辺にも事業区域内と同様の利用可能な生息環境が広がっていること、評価

書時点の現地調査結果より確認数が増えた種があること、事業区域周辺で多数確認された種が

あること等から、予測のとおり、工事の実施が生態系に及ぼす影響は小さいと考えられる。し

かしながら、工事は完了していないため、今後も生態系への影響を軽減させるよう、「4. 環境

の保全及び創造のための措置の実施状況」において示した「工事用車両のアイドリングや無用

な空ぶかし、過積載や急加速等の高負荷運転をしないよう指導・教育を行う」等の環境保全措

置の実施を継続していくものとする。 
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6.5 廃棄物等 

6.5.1 事後調査の方法等及び結果 

(1)調査項目 

盛土・掘削等に伴い発生する廃棄物の発生量及び廃棄物削減状況について調査を行った。 

 

(2)調査期間 

工事期間全体を対象とする調査時期のうち、令和3年4月から令和4年6月までの期間につい

て調査を行った。 

 

(3)調査地域 

調査地域は、事業区域内とした。 

 

(4)調査方法 

調査は、工事記録の確認及びヒアリングにより行った。 

 

(5)調査結果 

事業区域内の盛土・掘削等により発生した廃棄物の発生量及び削減状況は、表6.5-1に示す

とおりである。 

盛土・掘削等により発生した廃棄物で最も多かったのはコンクリートがら1,057.3tであり、

次いでアスコンがら519.3t、木くず9.4㎥（5.2t）、廃プラスチック類4.8㎥（1.7t）、紙くず4.0

㎥（1.2t）の順であった。 

これらの発生した廃棄物は、処理業者により回収された後、宮城県内の中間処理施設にお

いて全量破砕され、再生材として再資源化されている。また、木くず及び廃プラスチック類

は発電燃料として、紙くずは製紙原料として再資源化されている。 

なお、本事業では造成による切土は、盛土材として事業区域内で利用しているため、残土

は発生していない。 

 

表6.5-1 廃棄物発生量及び再資源化率 

種類 数量※ 再資源化率 

アスコンがら 519.3t 100.0％ 

コンクリートがら 1,057.3t 100.0％ 

木くず 9.4㎥（5.2t） 100.0％ 

紙くず 4.0㎥（1.2t） 100.0％ 

廃プラスチック類 4.8㎥（1.7t） 100.0％ 

※ ( )内は、表6.5-2に示す重量換算係数により、重量に換算した値を示す。 

注) 再資源化率は処理業者からのヒアリングによる。 
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表6.5-2 産業廃棄物の種類ごとの重量換算係数 

種類 換算係数 

木くず 0.55 

紙くず 0.30 

廃プラスチック類 0.35 

出典：「産業廃棄物の種類ごとの集計単位と重量換算係数 

Ver.1.5（令和3年8月16日適用）」（公益財団法人 日

本産業廃棄物処理振興センター（JWセンター）ホ

ームページ、令和5年7月閲覧） 

 
6.5.2 予測結果と事後調査結果の比較 

予測結果と事後調査結果の比較は、表6.5-3に示すとおりである。 

予定工事期間6年（令和3年4月～令和9年3月）のうち着工後15ヶ月目（令和4年6月）までの

廃棄物発生量は、予定工事期間全体の予測結果に対し、アスファルト塊が約11.0％、コンクリ

ート塊が約28.6％となっており、いずれも今後の工事の継続に伴いさらなる発生が考えられる。 

また、発生量の予測が困難であり、評価書には記載していなかった木くず、紙くず及び廃プ

ラスチックが発生した。これは、資材の梱包や仮設資材によるものであった。伐採材及び金属

については、現時点では発生していない。 

再資源化率に関しては、アスファルト塊及びコンクリート塊ともに予測結果を上回っており、

100％の再資源化率を確保していた。また、木くず、紙くず及び廃プラスチックについても、

再資源化率は100％であった。 

 

表6.5-3 予測結果と事後調査結果の比較 

種 類 

予測結果 
事後調査結果 

（工事中その1） 

発生量 

（t） 

再資源化率 

（％） 

発生量 

（t） 

再資源化率 

（％） 

アスファルト塊 4,723 99.5 
519.3 

(11.0％)※ 
100.0 

コンクリート塊 3,691 99.3 
1,057.3 

(28.6％)※ 
100.0 

木くず － － 5.2 100.0 

伐採材 51 100.0 － － 

紙くず － － 1.2 100.0 

廃プラスチック － － 1.7 100.0 

金属 23 100.0 － － 

※ 予測結果に対する比率を示す。 
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6.5.3 追加の環境保全措置の検討 

事業区域内については、造成工事が完了していないため、今後も廃棄物の発生が考えられる

が、廃棄物等の抑制と再資源化を図るため、「4. 環境の保全及び創造のための措置の実施状況」

において示した「使用する部材等は、工場等での一部加工品や完成品を可能な限り採用し、廃

棄物等の抑制に努める」等の環境保全措置の実施を継続していくものとする。 
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6.6 温室効果ガス等 

6.6.1 事後調査の方法等及び結果 

(1)調査項目 

工事用車両の走行及び重機の稼働に伴い発生する温室効果ガス等について調査を行った。 

 

(2)調査期間 

工事期間全体を対象とする調査時期のうち、令和3年3月から令和4年6月までの期間につい

て調査を行った。なお、大型車類（工事用車両）の走行は令和3年6月からであった。 

 

(3)調査地点 

調査地域は、事業区域内とした。 

 

(4)調査方法 

1)工事用車両の走行 

調査方法は、工事記録の確認及びヒアリングにより、「温室効果ガス排出量算定・報告マ

ニュアル」（令和5年4月、環境省・経済産業省）に基づき、表6.6-1に示す計算式より、エネ

ルギー起源の二酸化炭素及びその他の温室効果ガス（メタン及び一酸化二窒素）の排出量を

算出した。次に、各温室効果ガスの排出量に係数を乗じ、温室効果ガス排出量の合計を算出

した。 

 

表6.6-1 温室効果ガス排出量の計算式 

二酸化窒素（CO2）排出量（tCO2） 

（①） 

＝燃料使用量（kL）×単位発熱量（GJ/kL） 

×排出係数（tC/GJ）×44/12 

メタン（CH4）排出量（t） 

（②） 

＝燃料使用量（kL）×単位発熱量（GJ/kL） 

×排出係数（kg CH4/GJ）/1,000 

一酸化二窒素（N2O）排出量（t） 

（③） 

＝燃料使用量（kL）×単位発熱量（GJ/kL） 

×単位発熱量当たりの排出量（kg N2O /GJ）/1,000 

温室効果ガス排出量合計（tCO2） ＝①×1＋②×25＋③×298 

注) 乗じている数値は、地球温暖化係数である。 

 

工事用車両の燃料は、大型車類は軽油、小型車類はガソリンとした。燃料ごとの単位発熱

量は表6.6-2に、燃料ごとの二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出係数は表6.6-3に示

すとおりである。燃料使用量等は、評価書と同様に工事期間中の工事用車両台数、平均走行

距離及び燃費から表6.6-4に示すとおり設定した。 
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表6.6-2 燃料ごとの単位発熱量 

燃料の種類 単位発熱量（GJ/kl） 

軽油 37.7 

ガソリン 34.6 

出典：「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」 

（令和5年4月、環境省・経済産業省） 

 
表6.6-3 燃料ごとの二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出係数 

燃料の種類 

排出係数 

二酸化炭素 CO2 
（tC/GJ） 

メタン CH4 
（kg/km） 

一酸化二窒素 N2O 

（kg/km） 

軽油 0.0187 0.000015 0.000014 

ガソリン 0.0183 0.000010 0.000029 

注) メタン及び一酸化二窒素に係る自動車の区分は、軽油が“普通自動車のうち、貨物の輸送

の用に供するもの”、ガソリンが“普通自動車または小型自動車のうち人の運送の用に供す

るもの（乗車定員10人以下）”とした。 

出典：「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（令和5年4月、環境省・経済産業省）、「地

球温暖化対策の推進に関する法律施行令」（平成11年4月政令第143号） 

 
表6.6-4 工事用車両の燃料使用量 

車種分類 

車両台数 

（台） 

① 

平均走行距離

（km/台） 

② 

総走行距離 

（km） 

③＝①×② 

燃料 

燃費※ 

（km/L） 

④ 

燃料使用量 

（kL） 

③/④/1,000 

大型車類 71,046 10 710,460 軽油 3.00 236.8 

小型車類 7,978 5 39,890 ガソリン 6.57 6.1 

※大型車は、土工事施工業者への聞き取り及び使用した土砂運搬車両のカタログ値の燃費を用いた。小型車は、

「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（令和5年4月、環境省・経済産業省）から、小型車類（ガソリ

ン）が最大積載量1,999kgまで（営業用）とした。 

注) 大型車は土砂運搬車両とし、走行距離は土取場まで片道10kmと設定した。小型車は工事関係者の通勤車両と

し、片道5kmと設定した。 

 

2)重機の稼働 

調査方法は、工事記録の確認及びヒアリングにより、「温室効果ガス排出量算定・報告マ

ニュアル」（令和5年4月、環境省・経済産業省）に基づき、表6.6-1に示した計算式より、エ

ネルギー起源の二酸化炭素及びその他の温室効果ガス（メタン及び一酸化二窒素）の排出量

を算出した。次に、各温室効果ガスの排出量に係数を乗じ、温室効果ガス排出量の合計を算

出した。 

重機の燃料は、軽油とした。燃料ごとの単位発熱量は、表6.6-2に示したとおりである。

また、燃料ごとの二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出係数は表6.6-5に示すとおり

である。燃料使用量は、評価書と同様に工事期間中の重機の稼働台数、稼働時間及び燃費か

ら表6.6-6に示すとおり設定した。 
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表6.6-5 燃料ごとの二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出係数 

燃料の種類 

排出係数 

二酸化炭素 CO2 
（tC/GJ） 

メタン CH4 
（kg/km） 

一酸化二窒素 N2O
※ 

（kg/km） 

軽油 0.0187 排出なし 0.0000017 

※ 燃料の燃焼の用に供する施設は、ディーゼル機関とみなした。 

注) 単位発熱量は37.7GJ/kLとした。 

出典：「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（令和5年4月、環境省・経済産業省） 

 

表6.6-6 重機の燃料使用量 

主要建設機械 

延べ稼 

働台数 

（台） 

① 

定格 

出力 

（kw） 

② 

燃料消費率 

（L/kw-h） 

③ 

稼働時間 

（h/台） 

④ 

稼働率 

（％） 

⑤ 

燃料消費量 

（L/h） 

⑥=②×③ 

燃料使用量 

（kL） 

①×④×(⑤/100) 

×⑥/1,000 

ダンプトラック（10t未満） 2 179 0.040 7 35 7.2 0.0 

ダンプトラック（10t以上） 20 385 0.040 7 35 15.4 0.8 

トラック（4t以上） 71 137 0.040 7 35 5.5 1.0 

バックホウ 

（0.1～0.35㎥未満） 
151 60 0.144 7 35 8.6 3.2 

バックホウ 

（0.35～0.6㎥未満） 
287 74 0.144 7 35 10.7 7.5 

バックホウ（0.6～1㎥） 861 116 0.144 7 35 16.7 35.2 

バックホウ（0.1㎥以下） 7 41 0.153 7 35 6.3 0.1 

ブルドーザ（10t未満） 17 67 0.144 7 35 9.6 0.4 

ブルドーザ（10t以上） 20 78 0.144 7 35 11.2 0.6 

ロードローラー（10t以上） 20 56 0.128 7 35 7.2 0.4 

ラフタークレーン 

（20t吊り以上） 
4 193 0.075 7 35 14.5 0.1 

高所作業車（ブーム型） 1 110 0.037 7 35 4.1 0.0 

計 49.2 

注1) 定格出力及び燃料消費率は、「令和5年度版 建設機械等損料表」（令和5年5月、一般社団法人日本建設機械施工協会）

によった。 

注2) 建設機械ごとの燃料使用量は四捨五入であるため、各算出結果の整合は取れないことがある。 

 

(5)調査結果 

1)工事用車両の走行 

表6.6-1に示した計算式により算出した温室効果ガス排出量は、表6.6-7に示すとおりであ

る。工事用車両の走行による排出量は、約626.3tCO2となった。 

 

表6.6-7 温室効果ガス排出量 

車種分類 区分 

排出量 

（t） 

① 

地球温暖化係数 

② 

温室効果ガス排出量 

（tCO2） 

①×② 

大型車類 

二酸化炭素（CO2） 612.1 1 612.1 

メタン（CH4） 0.01未満 25 0.1未満 

一酸化二窒素（N2O） 0.01未満 298 0.1未満 

小型車類 

二酸化炭素（CO2） 14.2 1 14.2 

メタン（CH4） 0.01未満 25 0.1未満 

一酸化二窒素（N2O） 0.01未満 298 0.1未満 

計 626.3 

注) 区分ごとの排出量は四捨五入であるため、各算出結果の整合は取れないことがある。 
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2)重機の稼働 

表6.6-1に示した計算式により算出した温室効果ガス排出量は、表6.6-8に示すとおりであ

る。重機の稼働による排出量は、128.2tCO2となった。 

 

表6.6-8 温室効果ガス排出量 

区分 
排出量（t） 

① 

地球温暖化係数 

② 

温室効果ガス排出量 

（tCO2） 

①×② 

二酸化炭素（CO2） 127.3 1 127.3 

メタン（CH4） 排出なし 25 排出なし 

一酸化二窒素（N2O） 0.0 298 0.9 

計 128.2 

注) 区分ごとの排出量は四捨五入であるため、各算出結果の整合は取れないことがある。 

 

6.6.2 予測結果と事後調査結果の比較 

(1)工事用車両の走行 

予測結果と事後調査結果の比較は、表6.6-9に示すとおりである。予定工事期間6年間（令和

3年4月～令和9年3月）のうち、着工後15ヶ月目（令和4年6月）までの温室効果ガス排出量は、

予定工事期間全体の予測結果に対し50.6％にあたる626tCO2となっており、今後の工事の継続

に伴いさらなる排出が考えられる。 

 

表6.6-9 予測結果と事後調査結果の比較 

単位：tCO2 

車種分類 区分 

温室効果ガス排出量 

予測結果※ 
事後調査結果 

（工事中その1） 

大型車類 

二酸化炭素（CO2） 1,144 612 

メタン（CH4） 0.1未満 0.1未満 

一酸化二窒素（N2O） 0.1未満 0.1未満 

小型車類 

二酸化炭素（CO2） 94 14 

メタン（CH4） 0.1未満 0.1未満 

一酸化二窒素（N2O） 0.1未満 0.1未満 

計 1,238 626 

※ 予測において、平均走行距離を2倍にする等の誤りがあったため、改めて算出した。 
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(2)重機の稼働 

予測結果と事後調査結果の比較は、表6.6-10に示すとおりである。予定工事期間6年間（令

和3年4月～令和9年3月）のうち、着工後15ヶ月目（令和4年6月）までの温室効果ガス排出量は、

予定工事期間全体の予測結果に対し3.5％にあたる128tCO2となっており、今後の工事の継続に

伴いさらなる排出が考えられる。 

 

表6.6-10 予測結果と事後調査結果の比較 

単位：tCO2 

区分 

温室効果ガス排出量 

予測結果 
事後調査結果 

（工事中その1） 

二酸化炭素（CO2） 3,670 127 

メタン（CH4） 排出なし 排出なし 

一酸化二窒素（N2O） 27 1 

計 3,697 128 

 
6.6.3 追加の環境保全措置の検討 

事業区域内については、建設工事が完了していないため、今後も温室効果ガスの排出が考え

られる。そのため、今後も温室効果ガスによる周辺地域への影響を低減させるよう、「4. 環境

の保全及び創造のための措置の実施状況」において示した「工事用車両及び重機の点検・整備

を十分に行う」、「燃費基準達成車の採用や排出ガス対策型の重機の採用に努める」、「工事の平

準化等に努める」等の環境保全措置の実施を継続していくものとする。 
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7. 環境影響評価事後調査の委託を受けた者の名称等 

受 託 者 の 名 称：株式会社オオバ 東北支店 

代 表 者 の 氏 名：支店長 赤川 俊哉 

主たる事務所の所在地：宮城県仙台市青葉区二日町一番町二丁目2-13 仙建ビル4階 
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1. 本事業により発生する交通量 

1.1 発生集中交通量の設定 

流通（通勤及び物流）における発生集中交通量は、表資1～2に示すとおりである。 

第1回変更および第3回変更ともに、商業については、評価書において設定した建築面積1.8ha

に変更はないため、発生集中交通量に変化はない。また、住宅についても、建築面積は増加し

たものの、計画人口には変更がないことから、発生集中交通量に変化はない。 

 

1.1.1 流通（通勤） 

(1)平日 

表資-1(1) 発生集中交通量（流通（通勤）：平日）【評価書】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 19.646 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用地
の面積 

A 従業人口密度 29 人/ha 
平成26年工業統計調査による事業所（製造業）
における仙塩地区の敷地1ha当たりの従業人口 

B 発生集中交通量（人） 570 人 S×A 

C 台換算係数 1.0 人/台 すべて自動車利用と想定 

D 発生集中交通量（台） 1,140 台T.E B÷C×2 

 

表資-1(2) 発生集中交通量（流通（通勤）：平日）【第1回変更】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 20.246 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用地
の面積 

A 従業人口密度 29 人/ha 
平成26年工業統計調査による事業所（製造業）
における仙塩地区の敷地1ha当たりの従業人口 

B 発生集中交通量（人） 587 人 S×A 

C 台換算係数 1.0 人/台 すべて自動車利用と想定 

D 発生集中交通量（台） 1,174 台T.E B÷C×2 

 

表資-1(3) 発生集中交通量（流通（通勤）：平日）【第3回変更】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 21.8 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用地
の面積 

A 従業人口密度 29 人/ha 
平成26年工業統計調査による事業所（製造業）
における仙塩地区の敷地1ha当たりの従業人口 

B 発生集中交通量（人） 632 人 S×A 

C 台換算係数 1.0 人/台 すべて自動車利用と想定 

D 発生集中交通量（台） 1,264 台T.E B÷C×2 
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(2)休日 

表資-2(1) 発生集中交通量（流通（通勤）：休日）【評価書】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 19.646 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用地
の面積 

A 従業人口密度 29 人/ha 
平成26年工業統計調査による事業所（製造業）
における仙塩地区の敷地1ha当たりの従業人口 

B 発生集中交通量（人） 570 人 S×A 

C 台換算係数 1.0 人/台 すべて自動車利用と想定 

D 発生集中交通量（台） 114 台T.E B÷C×2×10％ 

注) 休日は、平日の 1割の稼働とした。 

 

表資-2(2) 発生集中交通量（流通（通勤）：休日）【第1回変更】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 20.246 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用地
の面積 

A 従業人口密度 29 人/ha 
平成26年工業統計調査による事業所（製造業）
における仙塩地区の敷地1ha当たりの従業人口 

B 発生集中交通量（人） 587 人 S×A 

C 台換算係数 1.0 人/台 すべて自動車利用と想定 

D 発生集中交通量（台） 117 台T.E B÷C×2×10％ 

注) 休日は、平日の 1割の稼働とした。 

 

表資-2(3) 発生集中交通量（流通（通勤）：休日）【第3回変更】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 21.8 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用地
の面積 

A 従業人口密度 29 人/ha 
平成26年工業統計調査による事業所（製造業）
における仙塩地区の敷地1ha当たりの従業人口 

B 発生集中交通量（人） 632 人 S×A 

C 台換算係数 1.0 人/台 すべて自動車利用と想定 

D 発生集中交通量（台） 126 台T.E B÷C×2×10％ 

注) 休日は、平日の 1割の稼働とした。 
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1.1.2 流通（物流） 

(1)平日 

表資-3(1) 発生集中交通量（流通（物流）：平日）【評価書】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 19.646 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用
地の面積 

A 発生集中原単位 20 台T.E/ha日 
貨物車原単位 
（第4回仙台都市圏PT調査の現況（H14）自動
車ODにて設定） 

B 発生集中交通量(台) 393 台T.E S×A 

 

表資-3(2) 発生集中交通量（流通（物流）：平日）【第1回変更】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 20.246 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用
地の面積 

A 発生集中原単位 20 台T.E/ha日 
貨物車原単位 
（第4回仙台都市圏PT調査の現況（H14）自動
車ODにて設定） 

B 発生集中交通量(台) 405 台T.E S×A 

 

表資-3(3) 発生集中交通量（流通（物流）：平日）【第3回変更】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 21.8 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用
地の面積 

A 発生集中原単位 20 台T.E/ha日 
貨物車原単位 
（第4回仙台都市圏PT調査の現況（H14）自動
車ODにて設定） 

B 発生集中交通量(台) 436 台T.E S×A 
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(2)休日 

表資-4(1) 発生集中交通量（流通（物流）：休日）【評価書】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 19.646 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用
地の面積 

A 発生集中原単位 20 台T.E/ha日 
貨物車原単位 
（第4回仙台都市圏PT調査の現況（H14）自動
車ODにて設定） 

B 発生集中交通量(台) 39 台T.E S×A×10％ 

注) 休日は、平日の 1割の稼働とした。 

 

表資-4(2) 発生集中交通量（流通（物流）：休日）【第1回変更】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 20.246 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用
地の面積 

A 発生集中原単位 20 台T.E/ha日 
貨物車原単位 
（第4回仙台都市圏PT調査の現況（H14）自動
車ODにて設定） 

B 発生集中交通量(台) 40 台T.E S×A×10％ 

注) 休日は、平日の 1割の稼働とした。 

 

表資-4(3) 発生集中交通量（流通（物流）：休日）【第3回変更】 

計算式の項目 算出等の根拠 

Ｓ 敷地面積 21.8 ha 
沿道サービス・業務施設用地+流通業務施設用
地の面積 

A 発生集中原単位 20 台T.E/ha日 
貨物車原単位 
（第4回仙台都市圏PT調査の現況（H14）自動
車ODにて設定） 

B 発生集中交通量(台) 44 台T.E S×A×10％ 

注) 休日は、平日の 1割の稼働とした。 
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1.2 走行ルート別交通量 

走行ルート別交通量は、表資-4(1)～(3)に示すとおりである。なお、第1回変更及び第3回変更のルートごとの配分は、評価書の割合を用いた。 

 

表資-4(1) 走行ルート別交通量【評価書】 

単位：台/日 

走行ルート 

 

 

用途 

仙台松島線 

（北東方面） 

仙台松島線 

（南西方面） 

国道 4号線 

（北方面） 

国道 4号線 

（南方面） 

今市福田線 

（東方面） 

市道鶴ヶ谷 

岩切 1号線 

（西方面） 

市道北畑入山線 

（北方面） 

市道中の坂線 

（南西方面） 
計 

備考 

平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 

商業施設 1,262 1,688 483 645 29 38 215 287 397 530 717 958 903 1,206 774 1,035 4,780 6,387  

住宅 25 25 84 84 60 60 114 114 84 84 － － 44 44 24 24 435 435  

流通業務施設 

（通勤） 
62 6 81 8 74 7 237 24 98 10 － － 12 1 6 1 570 57 

 

流通業務施設 

（物流） 
21 2 29 4 25 3 82 8 34 3 － － 4 0 2 0 197 20 

全て大型車 

（普通貨物車） 

計 1,370 1,721 677 741 188 108 648 433 613 627 717 958 963 1,251 806 1,060 5,982 6,899  

注 1) ‒は、ルートとして設定していないことを示す。 

注 2) 数値は四捨五入しているため、合計数等の整合がとれないことがある。 

 

表資-4(2) 走行ルート別交通量【第1回変更】 

単位：台/日 

走行ルート 

 

 

用途 

仙台松島線 

（北東方面） 

仙台松島線 

（南西方面） 

国道4号線 

（北方面） 

国道4号線 

（南方面） 

今市福田線 

（東方面） 

市道鶴ヶ谷 

岩切1号線 

（西方面） 

市道北畑入山線 

（北方面） 

市道中の坂線 

（南西方面） 
計 

備考 

平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 

商業施設 1,262 1,688 483 645 29 38 215 287 397 530 717 958 903 1,206 774 1,035 4,780 6,387  

住宅 25 25 84 84 60 60 114 114 84 84 － － 44 44 24 24 435 435  

流通業務施設 

（通勤） 
64 6 84 8 76 8 245 25 101 10 － － 12 1 6 1 588 59 

 

流通業務施設 

（物流） 
22 2 29 3 26 3 84 9 35 4 － － 4 0 2 0 203 21 

全て大型車 

（普通貨物車） 

計 1,373 1,722 680 740 192 109 658 434 617 628 717 958 963 1,251 807 1,060 6,006 6,902  

注1) ‒は、ルートとして設定していないことを示す。 

注2) 数値は四捨五入しているため、合計数等の整合がとれないことがある。 
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表資-4(3) 走行ルート別交通量【第3回変更】 
単位：台/日 

走行ルート 

 

 

用途 

仙台松島線 

（北東方面） 

仙台松島線 

（南西方面） 

国道4号線 

（北方面） 

国道4号線 

（南方面） 

今市福田線 

（東方面） 

市道鶴ヶ谷 

岩切1号線 

（西方面） 

市道北畑入山線 

（北方面） 

市道中の坂線 

（南西方面） 
計 

備考 

平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 平日 休日 

商業施設 1,262 1,688 483 645 29 38 215 287 397 530 717 958 903 1,206 774 1,035 4,780 6,387  

住宅 25 25 84 84 60 60 114 114 84 84 － － 44 44 24 24 435 435  

流通業務施設 

（通勤） 
69 6.867 90 9 82 8.127 263 26 109 11 － － 13 1 6.952 1 632 63 

 

流通業務施設 

（物流） 
24 2 31 3 28 3 91 9 37 4 － － 4 0 2 0 218 22 

全て大型車 

（普通貨物車） 

計 1,380 1,722 688 741 199 109 682 436 628 629 717 958 964 1,251 807 1,060 6,065 6,907  

注1) ‒は、ルートとして設定していないことを示す。 

注2) 数値は四捨五入しているため、合計数等の整合がとれないことがある。 
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1.3 供用後の施設関連車両の交通量 

供用後の施設関連車両の交通量は、表資-5(1)～(3)に示すとおりである。 

 

表資-5(1) 供用後の施設関連車両の交通量【評価書】 

予測地点 車種分類 

基礎 

交通量 

(平日) 

(台/日) 

① 

仙台貨物タ

ーミナル駅

(供用時) 

交通量※1 

(台/日) 

② 

転換 

交通量※2 

(台/日) 

③ 

施設関連 

車両台数 

(台/日) 

④ 

供用時の 

交通量 

(台/日) 

①+②+③+④ 

No.1 
宮城野区燕沢東一丁目地内 

（仙台松島線） 

大型車 1,119 141 -34 58 1,284 

小型車 27,709 114 -182 1,296 28,937 

自動二輪車 534 0 ― ― 534 

No.2 
宮城野区岩切三丁目地内 

（国道4号） 

大型車 8,356 141 47 50 8,594 

小型車 50,965 114 508 326 51,913 

自動二輪車 639 0 ― ― 639 

No.3 
宮城野区岩切二丁目地内 

（市道鶴ヶ谷岩切1号線） 

大型車 499 ― -47 ― 452 

小型車 6,689 ― -508 1,434 7,615 

自動二輪車 135 ― ― ― 135 

No.4 
宮城野区岩切字山神北地内 

（仙台松島線） 

大型車 5,901 242 ― 42 6,185 

小型車 39,615 195 ― 2,698 42,508 

自動二輪車 414 0 ― ― 414 

No.5 
宮城野区字余目南地内 

（県道今市福田線） 

大型車 2,788 484 478 68 3,818 

小型車 11,033 390 4,799 1,158 17,380 

自動二輪車 72 0 ― ― 72 

No.6 
宮城野区新田東三丁目地内 

（国道4号） 

大型車 11,015 202 47 164 11,428 

小型車 64,028 163 508 1,132 65,831 

自動二輪車 701 0 ― ― 701 

No.7 
宮城野区岩切一丁目地内 

（市道中の坂線） 

大型車 28 ― ― 4 32 

小型車 1,798 ― ― 1,608 3,406 

自動二輪車 75 ― ― ― 75 

No.8 
宮城野区岩切字今市地内 

（市道北畑入山線） 

大型車 162 ― ― 8 170 

小型車 4,457 ― ― 1,918 6,375 

自動二輪車 124 ― ― ― 124 

※1 「環境影響評価書 仙台貨物ターミナル駅移転計画」（平成29年10月、日本貨物鉄道株式会社）による。 

※2 評価書資料編「1.1 交通計画」に示す転換交通量による。 
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表資-5(2) 供用後の施設関連車両の交通量【第1回変更】 

予測地点 車種分類 

基礎 

交通量 

(平日) 

(台/日) 

① 

仙台貨物タ

ーミナル駅

(供用時) 

交通量※1 

(台/日) 

② 

転換 

交通量※2 

(台/日) 

③ 

施設関連 

車両台数 

(台/日) 

④ 

供用時の 

交通量 

(台/日) 

①+②+③+④ 

No.1 
宮城野区燕沢東一丁目地内 

（仙台松島線） 

大型車 1,119 141 -34 58 1,284 

小型車 27,709 114 -182 1,302 28,943 

自動二輪車 534 0 ― 0 534 

No.2 
宮城野区岩切三丁目地内 

（国道4号） 

大型車 8,356 141 47 51 8,595 

小型車 50,965 114 508 331 51,919 

自動二輪車 639 0 ― 0 639 

No.3 
宮城野区岩切二丁目地内 

（市道鶴ヶ谷岩切1号線） 

大型車 499 ― -47 0 452 

小型車 6,689 ― -508 1,434 7,615 

自動二輪車 135 ― ― 0 135 

No.4 
宮城野区岩切字山神北地内 

（仙台松島線） 

大型車 5,901 242 ― 43 6,186 

小型車 39,615 195 ― 2,701 42,511 

自動二輪車 414 0 ― 0 414 

No.5 
宮城野区字余目南地内 

（県道今市福田線） 

大型車 2,788 484 478 69 3,819 

小型車 11,033 390 4,799 1,165 17,387 

自動二輪車 72 0 ― 0 72 

No.6 
宮城野区新田東三丁目地内 

（国道4号） 

大型車 11,015 202 47 167 11,431 

小型車 64,028 163 508 1,144 65,843 

自動二輪車 701 0 ― 0 701 

No.7 
宮城野区岩切一丁目地内 

（市道中の坂線） 

大型車 28 ― ― 4 32 

小型車 1,798 ― ― 1,609 3,408 

自動二輪車 75 ― ― 0 75 

No.8 
宮城野区岩切字今市地内 

（市道北畑入山線） 

大型車 162 ― ― 8 170 

小型車 4,457 ― ― 1,920 6,377 

自動二輪車 124 ― ― 0 124 

※1 「環境影響評価書 仙台貨物ターミナル駅移転計画」（平成29年10月、日本貨物鉄道株式会社）による。 

※2 評価書資料編「1.1 交通計画」に示す転換交通量による。 

注) 数値は四捨五入しているため、合計数等の整合がとれないことがある。 
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表資-5(3) 供用後の施設関連車両の交通量【第3回変更】 

予測地点 車種分類 

基礎 

交通量 

(平日) 

(台/日)

① 

仙台貨物タ

ーミナル駅 

(供用時) 

交通量※1 

(台/日) 

② 

転換 

交通量※2 

(台/日) 

③ 

施設関連車両台数 供用時の交通量 

台数 

(台/日) 

④ 

評価書 

からの 

増加台数 

(台/日) 

台数 

(台/日) 

①+②+ 

③+④ 

評価書 

からの 

増加割合 

（％） 

No.1 
宮城野区燕沢東一丁目地内 

（仙台松島線） 

大型車 1,119 141 -34 62 4 1,288 0.31 

小型車 27,709 114 -182 1,321 25 28,962 0.09 

自動二輪車 534 0 ― ― 0 534 0.00 

No.2 
宮城野区岩切三丁目地内 

（国道4号） 

大型車 8,356 141 47 56 6 8,600 0.07 

小型車 50,965 114 508 347 21 51,934 0.04 

自動二輪車 639 0 ― ― 0 639 0.00 

No.3 
宮城野区岩切二丁目地内 

（市道鶴ヶ谷岩切1号線） 

大型車 499 ― -47 ― 0 452 0.00 

小型車 6,689 ― -508 1,434 0 7,615 0.00 

自動二輪車 135 ― ― ― 0 135 0.00 

No.4 
宮城野区岩切字山神北地内 

（仙台松島線） 

大型車 5,901 242 ― 48 6 6,191 0.10 

小型車 39,615 195 ― 2,714 16 42,524 0.04 

自動二輪車 414 0 ― ― 0 414 0.00 

No.5 
宮城野区字余目南地内 

（県道今市福田線） 

大型車 2,788 484 478 75 7 3,825 0.18 

小型車 11,033 390 4,799 1,187 29 17,409 0.17 

自動二輪車 72 0 ― ― 0 72 0.00 

No.6 
宮城野区新田東三丁目地内 

（国道4号） 

大型車 11,015 202 47 181 17 11,445 0.15 

小型車 64,028 163 508 1,192 60 65,891 0.09 

自動二輪車 701 0 ― ― 0 701 0.00 

No.7 
宮城野区岩切一丁目地内 

（市道中の坂線） 

大型車 28 ― ― 5 1 33 3.13 

小型車 1,798 ― ― 1,612 4 3,410 0.12 

自動二輪車 75 ― ― ― 0 75 0.00 

No.8 
宮城野区岩切字今市地内 

（市道北畑入山線） 

大型車 162 ― ― 9 1 171 0.59 

小型車 4,457 ― ― 1,923 53 6,380 0.08 

自動二輪車 124 ― ― ― 0 124 0.00 

※1 「環境影響評価書 仙台貨物ターミナル駅移転計画」（平成29年10月、日本貨物鉄道株式会社）による。 

※2 評価書資料編「1.1 交通計画」に示す転換交通量による。 

注1) 数値は四捨五入しているため、合計数等の整合がとれないことがある。 

注2) 網掛けは、評価書からの大型車の増加割合が最大となる箇所を、太枠は、評価書からの小型車の増加割合が最大となる箇所

を示す。 
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2. 工作物出現後の平均流出係数 

工作物出現後の平均流出係数は、表資-6(1)～(3)に示すとおりである。 

 

表資-6(1) 平均流出係数（工作物出現後）【評価書】 

土地利用区分 面積（ha） 流出係数 面積×流出係数 

住宅用地 
一般住宅 30.6 0.8 24.48 

公益施設 0.9 0.8 0.72 

公共施設用地 

道路 12.4 0.85 10.54 

公園 1.5 0.2 0.3 

その他 3.2 1.0 3.2 

計 48.6 ― 39.24 

平均流出係数 39.24/48.6＝0.81 

 

表資-6(2) 平均流出係数（工作物出現後）【第1回変更】 

土地利用区分 面積（ha） 流出係数 面積×流出係数 

住宅用地 
一般住宅 31.2 0.8 25.02 

公益施設 0.9 0.8 0.73 

公共施設用地 

道路 12.5 0.85 10.57 

公園 1.5 0.2 0.30 

その他 2.2 1.0 2.25 

計 48.3 ― 38.87 

平均流出係数 38.87/48.3＝0.80 

 

表資-6(3) 平均流出係数（工作物出現後）【第3回変更】 

土地利用区分 面積（ha） 流出係数 面積×流出係数 

住宅用地 
一般住宅 31.9 0.8 25.52 

公益施設 1.0 0.8 0.80 

公共施設用地 

道路(水路含む) 12.4 0.85 10.54 

公園 0.9 0.2 0.18 

その他 1.9 1.0 1.90 

計 48.1 ― 38.94 

平均流出係数 38.94/48.1＝0.81 
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3. 供用後の施設関連車両の燃料使用量 

施設関連車両の燃料使用量は、表資-7(1)～(3)に示すとおりである。 

 

表資-7(1) 施設関連車両の燃料使用量【評価書】 

車種分類 

延べ車両台数 

(台/年) 

① 

平均走行距離 

(km/台) 

② 

燃料 

燃費※ 

(km/L) 

③ 

総走行距離 

(km) 

④＝①×② 

燃料使用量 

(kL) 

③×④ 

大型車類 50,665 20 軽油 3.38 1,013,300 299.8 

小型車類 2,242,805 4 ガソリン 6.57 8,971,220 1,365.5 

計 1,665.3 

※ 燃費は「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（平成30年6月、環境省・経済産業省）から、大型車類

（軽油）が最大積載量6,000～7,999kg（営業用）、小型車類（ガソリン）が最大積載量1,999kgまで（営業用）

とした。 

注1) 延べ車両台数は以下の設定により算出した。 

平日：245日/年 休日：120日/年 

平日車両台数(台/日)  大型車類197台 小型車類5,785台 

休日車両台数(台/日)  大型車類 20台 小型車類6,879台 

注2) 大型車は流通系業務、仙台港付近までの移動を想定し、片道10kmと設定した。小型車は、車両台数が商業

施設の利用圏域半径約2kmとして算出されていることから、片道2kmと設定した。 

 

表資-7(2) 施設関連車両の燃料使用量【第1回変更】 

車種分類 

延べ車両台数 

(台/年) 

① 

平均走行距離 

(km/台) 

② 

燃料 

燃費※ 

(km/L) 

③ 

総走行距離 

(km) 

④＝①×② 

燃料使用量 

(kL) 

③×④ 

大型車類 52,255 20 軽油 3.38 1,045,100 309.2 

小型車類 2,254,025 4 ガソリン 6.57 9,016,100 1,372.3 

計 1,665.3 

※ 燃費は「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（平成30年6月、環境省・経済産業省）から、大型車類

（軽油）が最大積載量6,000～7,999kg（営業用）、小型車類（ガソリン）が最大積載量1,999kgまで（営業用）

とした。 

注1) 延べ車両台数は以下の設定により算出した。 

平日：245日/年 休日：120日/年 

平日車両台数(台/日)  大型車類203台 小型車類5,821台 

休日車両台数(台/日)  大型車類 21台 小型車類6,899台 

注2) 大型車は流通系業務、仙台港付近までの移動を想定し、片道10kmと設定した。小型車は、車両台数が商業

施設の利用圏域半径約2kmとして算出されていることから、片道2kmと設定した。 

注3) 数値は四捨五入しているため、合計数等の整合がとれないことがある。 
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表資-7(3) 施設関連車両の燃料使用量【第3回変更】 

車種分類 

延べ車両台数 

(台/年) 

① 

平均走行距離 

(km/台) 

② 

燃料 

燃費※ 

(km/L) 

③ 

総走行距離 

(km) 

④＝①×② 

燃料使用量 

使用量 

(kL) 

③×④ 

評価書から

の増加割合 

（％） 

大型車類 56,050 20 軽油 3.38 1,121,000 331.7 10.6 

小型車類 2,265,285 4 ガソリン 6.57 9,061,140 1,379.2 1.0 

計 1,710.8 2.7 

※ 燃費は「温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル」（平成30年6月、環境省・経済産業省）から、大型車類（軽

油）が最大積載量6,000～7,999kg（営業用）、小型車類（ガソリン）が最大積載量1,999kgまで（営業用）とした。 

注1) 延べ車両台数は以下の設定により算出した。 

平日：245日/年 休日：120日/年 

平日車両台数(台/日) 大型車類218台 小型車類5,865台 

休日車両台数(台/日) 大型車類 22台 小型車類6,903台 

注2) 大型車は流通系業務、仙台港付近までの移動を想定し、片道10kmと設定した。小型車は、車両台数が商業施設

の利用圏域半径約2kmとして算出されていることから、片道2kmと設定した。 

注3) 数値は四捨五入しているため、合計数等の整合がとれないことがある。 
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